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 地質調査 

本業務の地質調査は、各候補地の建設箇所における、概略造成計画、支持層による建築工事費

の差、液状化の可能性などを概略的に把握するために実施した。大和田町の２ヶ所については、

住民からの自然環境への影響に対する不安の声への配慮し、現地調査は実施せず、既存資料から

の評価を行うものとした。北之庄町については、焼却施設配置箇所に近い地点において、ボーリ

ング調査を実施した。 

 

3.1 作業計画 

調査地点は、基本的には焼却施設建設箇所の中心付近とし、「2.施設配置検討」に基づき検討

した。ただし、焼却施設建設箇所で営農中である場合等は、建設箇所から少し離れた近隣地点で

設定した。 

（北之庄町 調査地点） 

 

 
  

地質調査位置 

出典：デジタル地図（奈良市）を加工して作成 
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3.2 調査結果 

(1) 大和田町候補地での地質に関する評価 

候補地周辺での既往調査結果から、建設候補地での地質を評価した。評価の内容については、

以下に示す。なお、評価にあたり、大阪公立大学名誉教授 大島昭彦氏に確認をいただき評価書

を頂いている。 
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地図出典：NTT インフラネット 
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出典：一般社団法人関西地盤調査業協会(2018) 新関西地盤 奈良盆地 
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出典：一般社団法人関西地盤調査業協会(2018) 新関西地盤 奈良盆地 
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出典：一般社団法人関西地盤調査業協会(2018) 新関西地盤 奈良盆地 
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出典：一般社団法人関西地盤調査業協会(2018) 新関西地盤 奈良盆地 
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出典：一般社団法人関西地盤調査業協会(2018) 新関西地盤 奈良盆地 
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出典：今昔マップ on the web より作成 



3．地質調査 

3-10 

 

 

 

  

出典：地理院タイル（標準地図）を加工して作成 



3．地質調査 

3-11 

 

 

 

  

出典：デジタル地図（奈良市）を加工して作成 



3．地質調査 

3-12 

 

 

 

  



3．地質調査 

3-13 

 

 

 

  



3．地質調査 

3-14 

 

 

 

  



3．地質調査 

3-15 

 

 

 

  



3．地質調査 

3-16 

 

 

 

  



3．地質調査 

3-17 

 

 

 

  



3．地質調査 

3-18 

 

 

 

  



3．地質調査 

3-19 

 

 

 

  



3．地質調査 

3-20 

 

 

 

  



3．地質調査 

3-21 

 

 

 

  



3．地質調査 

3-22 

 

 

 

  



3．地質調査 

3-23 

 

 

 

  



3．地質調査 

3-24 

 

 

 

  

出典：地理院タイル（標準地図）を加工して作成 
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１）支持層について 

建設候補地付近の現況標高は 86～90m（山地部は 95～100m）である。周辺の調査結果を参

考とすると、現地表面下約 25m に支持層（Ds2 層）が出現すると考えられる。したがって、

平地部では Ds2層の出現深度は、(86～90)m－約 25m＝標高 60～65mを支持層（Ds2層）と推

定される。山地部でも同様の考えから、標高 70～75mを支持層（Ds2層）と推定される。 

 
図  大和田町北側での支持層の推定 

 
図  既往調査における各断面の併記一覧 

出典：地理院タイル（標準地図）を加工して作成 
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２）液状化について 

埋土や崩壊堆積物等の沖積層である砂層は、Ｎ値が 10 前後又は 10 以下である。 

既往調査資料では、地下水位が深度 4ｍまでにある。これらの結果は、液状化する可能

性の高いことが想定される条件であり、建設候補地のうち上位のＮ値が低い沖積層のうち

地下水位以下の部分では、液状化の可能性が否定できない。 

崩壊堆積物以深の洪積砂層（大阪層群）は深度 20ｍより上位であり、地下水位以下であ

るが、Ｎ値が 20 以上あり、液状化の可能性は低いと想定される。 

※液状対象深度の条件：地表から深度 20ｍまでの地層、緩い砂層、地下水位以下 

３）圧密沈下について 

沈下対象と想定される粘性土は一部で確認され、盛土高 10m で最大 30 ㎝程度の圧密沈

下量が発生する旨が報告されている。盛土等の荷重に伴い、圧密沈下が発生する可能性が

高い。建設候補地は、一部で耕作地が存在しており、表層部の沈下も懸念される。 

４）地形地質特性から想定される設計施工上の留意事項について 

建設候補地は平地部（大和田町北側）と山地部（大和田町南側）がある。盛土部では十

分な締固めを行ったうえで、地山部の粘性土について沈下量の検討が必要である。 

支持層は、平地部では標高 60～65m（山地部では標高 70～75m）と推定され、大和田町北

側（「2.施設配置の検討」より FH＝82.0m）では建築構造物の杭基礎として約 25m（≒82－

60）以上の杭長を想定することが妥当である。大和田町南側（「2.施設配置の検討」より

FH＝102.0m）では建築構造物の杭基礎として約 35m（≒102－70）以上の杭長を想定するこ

とが妥当である。 

上部の埋土や崩壊堆積物は液状化の可能性があるため、詳細調査に基づき液状化の判定

を行う必要があるが、現時点では「液状化の可能性がある」として検討を進める必要があ

る。 

下部の砂・砂礫層は、被圧地下水の帯水層（※）であると想定されることから掘削時は湧

水対策（地下水排水処理）が必要である。 

※「被圧地下水の帯水層」…上下を粘土層や岩盤などの水を通さない層（不透水層）に挟まれた、地下水を含んで

いる地層のこと。水が外へ逃げ場のない状態で閉じ込められているため、圧力を受けている。 

土木工事による経済性評価では、沈下対策、液状化対策、地下水排水対策が必要であり、

地盤改良や杭基礎等の対策工比較検討が必要である。 

また、当該地が正式に最終候補地に選定され、施設を建設する際は、ボーリング調査を

実施し、事実を確認する必要がある点に留意する必要がある。 
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(2) 北之庄町の地質調査結果 

１）地質柱状図 

今回調査を実施した調査地点における地質柱状図概要を下図に示す。 

建築構造物に係る支持層（Ｎ値≧50 が 5m 以上連続）は、既存 GL-24m～-30m 付近（Ds2

～Dg3～Ds3 層）、及び既存 GL-46m 以深（Ds7 層）で出現している。ただし、調査地点より

北西の既往地質調査結果によれば、既存 GL-24m～-30m 付近の層は 5m 連続していなかった

ことに留意が必要である。 

 

図  ボーリング調査柱状図（北之庄町） 
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図  ボーリング調査位置図（北之庄町） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）液状化判定結果 

本調査では、土質試験試験として土粒子の密度試験、含水比試験、粒度試験、塑性限界

試験、液性限界試験を実施した。これらの土質試験結果を踏まえ、液状化判定を行った。

今回の調査地点での液状化判定結果を以下に示す。地震動は「東日本大震災による液状化

被災市街地の復興に向けた検討・調査について」を参考に 2 ケースについて行った。 

ケース 1） 中地震による中程度の揺れ   200gal M7.5 

ケース 2） 直下型地震による大きな揺れ 350gal M7.5 

表  北之庄町調査地点での液状化判定結果 

 
液状化に対する安全率 FL は 200gal の地震動に対しては FL＞1 を示し「液状化の可能性

は低い」の判定となった。一方、350gal の地震動に対しては、GL-5m、GL-9m のそれぞれで

FL＜1 を示し「液状化対策が必要」となった。 

３）圧密沈下について 

沈下対象と想定される粘性土は表層付近で確認され、盛土等の荷重に伴い、圧密沈下が

発生する可能性が高い。本計画の盛土高さは 50cm 程度であることや十分な締固めの実施

により、圧密沈下を抑制することができる。 

４）地形地質特性から想定される設計施工上の留意事項について 

下部の砂・砂礫層は、被圧地下水の帯水層であると想定されることから掘削時は湧水対

策（地下水排水処理）が必要である。 

土木工事による経済性評価では、液状化対策、地下水排水対策が必要であり、地盤改良

や杭基礎等の対策工比較検討が必要である。 

また、当該地が正式に最終候補地に選定され、施設を建設する際は、改めて施設の位置

でボーリング調査を実施する必要がある点に留意する必要がある。 

 

既往地質調査結果 

ボーリング調査位置 

建設候補地周辺 

出典：地理院タイル（標準地図）を加工して作成 


